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 今回は、第２２回幹事会の概要について御報告いたします。 
 
 
 
 
 
◎第２２回（８月２４日（木）１４：００～） 
 
１ 非公開審議事項について審議が行われました。 
 (1) 委員会関係として 
 
   設置及び委員の決定 
    ・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会 
     DIVERSITAS 小委員会 
    ・同委員会同分科会 GLOBEC 小委員会 
    ・同委員会同分科会 IGAC 小委員会 
    ・同委員会同分科会 IMBER 小委員会 
    ・同委員会同分科会 SOLAS 小委員会 
    ・地球惑星科学委員会国際対応分科会 IASPEI 小委員会 
    ・機械工学委員会生産科学分科会 
    ・土木工学・建築学委員会建設と社会分科会住宅・社会基盤整備と 
     民生用エネルギー問題に関する検討小委員会 
     
   設置及び要綱の改正 
    ・法学委員会「リスク社会と法」分科会 
    ・政治学委員会政治理論分科会 
    ・同委員会政治思想分科会 
    ・同委員会比較政治分科会 
    ・同委員会政治史分科会 
    ・同委員会行政学・地方自治分科会 



    ・同委員会国際政治分科会 
    ・同委員会政治過程分科会 
    ・基礎医学委員会機能医科学分科会 
    ・臨床医学委員会同障害者との共生分科会科会視覚障害者との共生 
     小委員会 
    ・同委員会同分科会聴覚障害者との共生小委員会 
    ・同委員会同分科会運動器障害者との共生小委員会 
     
   委員の決定    
    ・心理学・教育学委員会心理学教育プログラム検討分科会 
    ・同委員会心の先端研究と心理学専門教育分科会 
    ・地域研究委員会 IHDP 分科会  
    ・農学基礎委員会水問題分科会 
    ・薬学委員会 
    ・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会 
    ・数学委員会数理統計学分科会 
    ・地球惑星科学委員会国際対応分科会 
    ・情報学委員会情報学推進分科会 
    ・総合工学委員会・土木工学・建築学委員会合同 WFEO 分科会 
    ・総合工学委員会・機械工学委員会合同科学技術イノベーション 
     力強化分科会  
    ・土木工学・建築学委員会建設と社会分科会  
    ・同委員会同分科会次世代の社会的共通資産に関する研究推進 
     戦略小委員会 
 
   が承認されました。 
     
  (2) 医療事故責任問題検討委員会委員候補者の推薦が 
   承認されました。 
 
２ 前回幹事会以降の諸報告が行われました。 
 
３ 審議事項について、審議が行われました。 
 (1) 日本学術会議細則の一部を改正する決定案（分野別委員会の数学委員会 
   を数理科学委員会に名称変更する）については原案のとおり総会に提案す 
   ることが承認されました。 
  (2)  平成１８年度代表派遣の実施について承認されました。 
 (3) ワールド・ナレッジ・ダイアローグ国際会議に黒川会長が出席する 



   ことが承認されました。 
 (4) シンポジウムの開催、国内会議の後援について承認されました。 
   決定されましたシンポジウムなどの詳細は、日本学術会議ホームペー 
   ジの下記のアドレスを御覧いただき、是非多数の方に御参加いただき 
   ますようお願いいたします。 
     ( http://www.scj.go.jp/ja/event/index.html ) 
 (5) 各委員会等の活動状況等の公表について議事録等の意思の表出に準じ 
   ないものは、事前に幹事会の了解を得る必要はないのではないかとい 
   う意見が出て、科学と社会委員会において「日本学術会議の意思の表出 
   における取扱要領」を検討することとなりました。 
  (6) 外国人科学者の日本学術会議の活動への参加の在り方に関する問題提起 
   について意見交換が行われました。 
 
４ 第２次連携会員の発令状況について、平成１８年８月２０日付けで 1,513 人 
 の連携会員が任命されたとの報告がありました。 
 
５ 年次報告書の作成について報告があり、年次報告書（総論部分、活動報告等 
 部分（外部評価書を含む。））とこのうち総論部分を簡略化した普及版の２種類 
 を作成することになりました。 
 
                           （完） 


